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（１）連結経営成績 （百万円未満切り捨て）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円　銭 

（注）（ ）内は，対前年同期増減率

（２）連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭 百万円 

（３）連結キャッシュ・フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円 

＜連結対象会社数＞ （社）

３２ ３２ ３１ ０ １ 

２０ ２０ １９ ０ １ 

５２ ５２ ５０ ０ ２ 

（B) （C)

23,118

18年3月期第１四半期

投 資 活 動 に よ る営 業 活 動 に よ る

△ 34,531    

△ 67,341

17年3月期第１四半期

キャッシュ・フロー

持分法適用会社
連 結 子 会 社

（A)

現金及び現金同等物財 務 活 動 に よ る

17年3月期

△ 52,806    

△ 61,910    

39,373    

57,370    

25.5

キャッシュ・フロー

5,703,558 1,413,233 24.8

0.7

62.93 45,54283,224

74,912( 0.6)

8,311

(  38.6)67,633

計

5,636,216

17 年 3 月 期

キャッシュ・フロー

 項　　　　　目

増　　　　減

17年3月期第１四半期

17 年 3 月 期

18年3月期第１四半期

342,159

総 資 産

18年3月期第１四半期 478,987

17 年 3 月 期

１株当たり四半期
（当期）純利益売 上 高 営業利益 経常利益 四半期（当期）純利益

(  11.1)( △2.6) (  30.2)

18年3月期第１四半期

17年3月期第１四半期 491,744

増　　　　減 △12,757

増　　　　減

96,744    

2,133,223

連 結 決 算 の 業 績

平成１７年度第１四半期（平成17年4月1日～平成17年6月30日）におけるわが国経済は，企業

億円，経常収益は，前年同期に比べ 132億円減少し 4,803億円となりました。

収益の改善を背景に設備投資が引き続き増加したことや，雇用・所得環境の好転を受け，個人

消費が持ち直したことなどから，緩やかな回復基調を続けました。

このような経済情勢のもと，当第１四半期の収支の状況につきましては，収入面では，電気事業

などにより電灯電力料が減少したことなどから，売上高は，前年同期に比べ 127億円減少し 4,789

期 末 残 高

( 8.8)51,962 ( 3.7) 32,864

12,677

有利子負債株主資本比率

195,107

3,425,997

1,984.80  

( △3.7)

株主資本

1,952.45  

１株当たり
株主資本

45.33 

125.68 

1,436,351

(A-C)
差引

64,172    

差引

△ 9,103    

(A-B)

△ 3,082    

67,255    

557,562    △ 115,397    △ 438,149    63,860    

6,327    

△ 40,859    

17.60 15,671

3,382,429

△ 43,56832.35  

91,270

たが，減価償却費の減少や，退職給与金の減少などによる人件費の減少などから，経常費用は，

同期に比べ 126億円増加し 455億円となりました。

において販売電力量の増加はありましたが，平成１７年１月に実施した電気料金引下げの影響

一方，支出面では，電気事業においてＣＩＦ価格の上昇などによる燃料費の増加などはありまし

以上により，経常利益は，前年同期に比べ 156億円増加し 676億円，四半期純利益は，前年

前年同期に比べ 289億円減少し 4,127億円となりました。
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 企業集団の状況  
 
当社グループは，電気事業を中核として，保有する経営資源の有効活用を図るため，電力供給設備・保有燃料や
技術力などを活用する電気事業以外のエネルギー事業，ネットワーク設備などをベースに知的付加価値を提供する
情報通信事業，電気事業に関連する設備の拡充や保全のための建設業および資機材供給のための製造業など，さま
ざまな事業を展開しております。 
当社グループの業務を示すと下記のとおりであります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔その他の事業〕 

お 客 さ ま 

〔電気事業〕 
【その他エネルギー】 

浜 松 熱 供 給 ㈱ 名 古 屋 熱 供 給 ㈱ 
中部国際空港エネルギー供給㈱ 北 陸 エ ル ネ ス ㈱ 
㈱エスエナジーサービス 
 

知多エル・エヌ・ジー㈱ 
㈱エル・エヌ・ジー中部 
㈱ シ ー エ ナ ジ ー 

【 建   設 】 
㈱ ト ー エ ネ ッ ク ㈱ 中 部 グ リ ー ナ リ ㈱ 永 楽 開 発 

㈱中部プラントサービス ㈱ シ ー テ ッ ク
  

【 運   輸 】 

新日本ヘリコプター㈱ 大 井 川 運 送 倉 庫 ㈱ 永 楽 運 輸 ㈱ 

【情  報  通  信】 
中部ケーブルネットワーク㈱  
㈱武豊ニューテレビ 
㈱はまおかケーブルテレビ 

中部テレコミュニケーション㈱ ㈱中電シーティーアイ 
ネットワーク・サポート・サービス㈱   

【 製   造 】 

愛 知 電 機 ㈱ 東海コンクリート工業㈱ 
愛 知 金 属 工 業 ㈱  中 部 液 酸 ㈱ 
知 多 炭 酸 ㈱ 

中 部 精 機 ㈱ 
㈱ コ ム リ ス 
㈱ グ ラ イ エ ン ス 

【サ ー ビ ス 等】 

霞 桟 橋 管 理 ㈱ 
日 本 マ レ ニ ッ ト ㈱ 
バジャドリド運転保守会社  

中 電 興 業 ㈱ ㈱ ニ ッ タ イ 
永 楽 自 動 車 ㈱ 東 邦 石 油 ㈱ 
知 多 桟 橋 管 理 ㈱  中 電 防 災 ㈱ 
中 部 冷 熱 ㈱ ㈱ テ ク ノ 中 部 
㈱ リ ブ ネ ッ ト 中 部 住 宅 保 証 ㈱ 
中 電 ウ イ ン グ ㈱ Chubu Electric Power Company International B.V.  
中電ビジネスサポート㈱ 東 邦 産 業 ㈱ 

Chubu Electric Power(Thailand)Co.,Ltd. Chubu Electric Power Company U.S.A.Inc.  

【不 動 産 管 理】 

中 電 ビ ル ㈱ 

中

部

電

力

㈱ 

製品・サービスの流れ 

財 務 諸 表 提 出 会 社 

連 結 子 会 社 

持分法適用関連会社 

A.T.Biopower Co.,Ltd. 

バジャドリド発電会社 



（１）営業収支

① 電気事業

［規制部門］

          

［自由化部門］

  〔販売電力量〕 （単位：億kWh,％)

（注）自由化部門は，１７年４月以降の新たな自由化対象(契約電力50kW以上)に

　　　組み替えてあります。

　これらにより，火力発電量は，前年同期比 5.9％増の 206億kWhとなりました。

  〔発受電電力量〕 （単位：億kWh,％)

自 ( ) ( )( )

社

( ) ( )( )

業務用は，商業施設が堅調なことなどから 3.6％増加し 50億kWh，産業用は，機械や鉄鋼など

前第１四半期:114.9%）により，前年同期比 37.0％減の 20億kWhとなりました。

合　　　　計

53

融 通

揚 水 用

△ 37.0

5.9

(A)

6

202

計

206

28

58.4

これに対して供給面では，水力発電量は，渇水（出水率 当第１四半期 :72.3 ％，

また，原子力発電量は，平成１７年１月より営業運転を開始した浜岡原子力発電所５号機の順調

連 結 収 支 の 概 要

販売電力量は，景気回復の影響や産業用需要が堅調に推移したことなどから，前年同期に比べ

電灯需要は，契約数の増加や３月の気温が低めに推移したことによる空調需要の増加などから

3.1％増加し 77億kWhとなりました。一方，低圧の電力需要は，電灯同様の気温影響はある

1.8％増加し 300億kWhとなりました。

　ものの，契約数の減少などから 1.7％減少し 17億kWhとなりました。

34

92

300合　　　　計

206

水　　　　力

火　　　　力

(出　水　率)

な運転などにより，前年同期比 19.4％増の 64億kWhとなりました。

(B)

1.13

△ 17.3

△ 2

1

△ 31.8

△ 6

△ 41.7

△ 12

当第１四半期

19.4

(A-B) (A-B)/B

94

72.3

(A-B)/B(A)

75

294

(B)(注) (A-B)

3.1

前第１四半期 増 　減

△  1.717

77電  灯

電  力

2

2.2

増 　減前第１四半期

17 △   0

2

4 1.6

1.8

当第１四半期

他 社 受 電

64

20

318321

△ 4△ 3

6 8

114.9 △42.6

(設備利用率)

32

11

11

△ 4.0

原　 子   力

62.4

195

　堅調に推移している業種があることなどにより 1.0％増加し 156億kWhとなりました。

規制部門

自由化
部門

業 務 用

産業用他

計

50

156

48

154

2

2

3.6

1.0
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　 ② その他の事業

　以上により，営業利益は，前年同期に比べ 2億円増加し 12億円となりました。 

(2) 経常利益

営業費用と合わせた経常費用合計は，前年同期に比べ 289億円減少し 4,127億円となりました。

　この結果，経常利益は，前年同期に比べ 156億円増加し 676億円となりました。 

(3) 四半期純利益

基づき，渇水準備引当金を 46億円取崩しております。

ました。

増加などにより，前年同期に比べ 4億円増加し 172億円となりました。

他エネルギー事業や不動産管理事業においてグループ外への売上が増加したことなどに

より，前年同期に比べ 6億円増加し 184億円となりました。

一方，営業費用は，その他エネルギー事業においてグループ外への売上増加に伴う原価の

法人税等を差し引いた四半期純利益は，前年同期に比べ 126億円増加し 455億円となり

営業外収益につきましては，前年同期に比べ 5億円減少し 13億円となり，売上高と

一方，営業外費用につきましては，借入の減少や金利の低下などにより支払利息が減少した

ことに加え社債買入消却の減少などから，前年同期に比べ 78億円減少し 169億円となり，

合わせた経常収益合計は，前年同期に比べ 132億円減少し 4,803億円となりました。

この結果，税金等調整前四半期純利益は 722億円となり，ここから法人税等調整額を含む

当第１四半期は，渇水（出水率 72.3%）であったことから，電気事業法第36条の規定に

一方，営業費用は，ＣＩＦ価格の上昇などによる燃料費の増加などはありましたが，

　以上により，営業利益は，前年同期に比べ 80億円増加し 819億円となりました。

その他の事業における収支の状況につきましては，売上高（その他事業営業収益）は，その

電気事業における収支の状況につきましては，売上高（電気事業営業収益）は，販売電力量

の増加はありましたが，平成１７年１月に実施した電気料金引下げの影響などにより電灯

電力料が減少したことなどから，前年同期に比べ 134億円減少し 4,604億円となりました。

214億円減少し 3,785億円となりました。

減価償却費の減少や，退職給与金の減少などによる人件費の減少などから，前年同期に比べ
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（単位：億円，％）

当第１四半期 前第１四半期
自 平成17年 4月 1日
至 平成17年 6月30日

自 平成16年 4月 1日
至 平成16年 6月30日

(Ａ) (Ｂ) （Ａ－Ｂ） （Ａ－Ｂ）／Ｂ

4,604 4,739 △  134 △ 2.8 

184 178 6 3.8 

4,789 4,917 △  127 △ 2.6 

6 5 0 5.5 

2 2 △  0 △ 6.6 

5 11 △  5 △ 48.2 

13 19 △  5 △ 27.3 

4,803 4,936 △  132 △ 2.7 

3,785 4,000 △  214 △ 5.4 

172 168 4 2.5 

3,957 4,168 △  210 △ 5.1 

158 220 △  62 △ 28.3 

0 0 0 104.0 

10 27 △  16 △ 60.1 

169 248 △  78 △ 31.7 

4,127 4,416 △  289 △ 6.6 

（電 気 事 業） ( 819) ( 739) ( 80) ( 10.9)

（そ の 他 事 業） ( 12) ( 9) ( 2) ( 25.5)

（ 計 ） ( 832) ( 749) ( 83) ( 11.1)

676 519 156 30.2 

△ 46 21 △  68 ― 

722 498 224 45.1 

266 170 96 56.4 

0 △ 1 1 ― 

455 328 126 38.6 

（注）内部取引相殺消去後（億円未満切り捨て）

営

業

外

費

用

受 取 配 当 金

そ の 他 事 業

計

支 払 利 息

営

業

外

収

益

そ の 他

計

合　　　　　計

電 気 事 業

法 人 税 等

少 数 株 主 利 益 又 は 損 失 (△)

四 半 期 純 利 益

合　　　　　計

経 常 利 益

渇 水 準 備 金

税 金 等 調 整 前 四 半 期 純 利 益

経

常

費

用

(営業利益)

持 分 法 投 資 損 失

連 結 収 支 比 較 表

増　減

電 気 事 業

項　　　　　　目

経

常

収

益

営

業

収

益

営

業

費

用

受 取 利 息

そ の 他

計

そ の 他 事 業

計 （ 売 上 高 ）
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 資産・負債・資本の概要

（１）資産

4兆 2,563億円となりました。

2,489億円となりました。

2,697億円となりました。

　この結果，総資産は，前期末に比べ 673億円減少し 5兆 6,362億円となりました。

（２）負債

（３）資本

増加し 1兆 4,363億円となりました。

　この結果，株主資本比率は，前期末に比べ 0.7％向上し 25.5％となりました。

〔資産・負債・資本比較表（要旨）〕
（単位：億円，％）

（注）　億円未満切り捨て

384 637 △ 252 △ 39.6 

 は，前期末に比べ 905億円減少し 4兆 1,787億円となりました。

電灯電力料が減少しましたが，減価償却費や人件費が減少したことなどにより，
電気事業において，販売電力量は増加したものの，電気料金引下げの影響などにより

四半期純利益 455億円を確保できました。これにより，資本合計は，前期末に比べ 231億円

固 定 資 産 仮 勘 定
流 動 資 産

項　　　目　　　

固 定 資 産

41,787 42,692 

56,362 57,035 

274 279 

△ 673 △ 1.2 
△ 291 △ 291 △ 0 0.1 

△ 5 △ 1.9 
10,494 10,259 235 2.3 

231 1.6 
211 210 0 0.4 
14,363 14,132 

△ 905 △ 2.1 

2,696 2,717 △ 21 △ 0.8 
1,940 3,040 △1,100 △ 36.2 

10,908 △1,662 △ 15.2 
2,657 2,716 △ 58 △ 2.2 

15,478 690 4.5 
10,378 10,341 36 0.4 

△ 673 △ 1.2 
32,427 31,624 803 2.5 

△ 83 △ 7.6 
650 565 84 15.0 

△ 0.8 
2,697 2,753 △ 56 △ 2.0 

△ 14 

合　　　計

資
　
　
　
産

負
債
・
少
数
株
主
持
分
・
資
本

42,563 
2,489 
1,851 

1,019 

56,362 

16,168 

9,246 

資 本 合 計
利 益 剰 余 金
その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

１年以内に期限到来の固定負債

短 期 借 入 金

負 債 合 計
少 数 株 主 持 分

コマーシャル・ペーパー
未 払 税 金

固 定 負 債
社 債
長 期 借 入 金
流 動 負 債

△ 1.6 
2,498 △ 9 △ 0.4 
△ 685 

△ 1.1 

当第１四半期末
（平成17年6月30日現在）

（Ａ）

前期末
（平成17年3月31日現在）

（Ｂ）

増　　減

（Ａ－Ｂ）（Ａ－Ｂ）／Ｂ

53,664 △ 617 

合　　　計

受 取 手 形 及 び 売 掛 金
た な 卸 資 産

54,281 
43,248 

1,865 

1,103 

57,035 

電 気 事 業 固 定 資 産
そ の 他 の 固 定 資 産

有利子負債の減少や，法人税等の納付により未払税金が減少したことなどから，負債合計

連 結 財 政 状 態 の 概 要

電気事業固定資産については，設備投資の抑制や減価償却の進行に加え，当第１四半期に

また，固定資産仮勘定については，前期末に比べ 14億円減少し 1,851億円となりました。

その他の固定資産についても，減価償却の進行などにより，前期末に比べ 9億円減少し

流動資産については，受取手形及び売掛金の減少などから，前期末に比べ 56億円減少し

おいて大規模な設備の竣工がなかったことなどにより，前期末に比べ 685億円減少し
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 連結キャッシュ・フローの概要

（１）キャッシュ・フローの状況

による株主の皆さまへの利益還元のための支出に充当しております。

取り組んだ結果，前年同期に比べ 15.5％減の 345億円の資金減少となりました。

　以上により，当第１四半期末の資金残高は，前期末に比べ 0.5％増の 641億円となりました。

なりました。

〔連結キャッシュ・フロー比較表（要旨）〕
（単位：億円，％）

（注）　億円未満切り捨て

（２）キャッシュ・フロー指標

２５.５ ％ ２３.１ ％ ２４.８ ％ ２２.７ ％ ２０.８ ％

３４.２ ％ ２７.８ ％ ３２.７ ％ ２７.５ ％ ２４.７ ％

（注）1  株主資本比率：株主資本／総資産
※ 連結ベースの財務数値により計算しております。（以下同じ。）
2  時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産
※
ます。

株 主 資 本 比 率

時価ベースの株主資本比率

株式時価総額は，期末株価終値×期末発行済株式数により計算しており

　当連結グループのキャッシュ・フロー指標は以下のとおりであります。

当第１四半期 前第１四半期 １６年度 １５年度 １４年度

0.5 

（参考）有利子負債残高 33,824 34,259 △ 435 △ 1.3 

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高 641 638 3 

580.0 

項　　　　目
当第１四半期末
（平成17年6月30日現在）

（Ａ）

前期末
（平成17年3月31日現在）

（Ｂ）

増　　　　減

（Ａ－Ｂ） （Ａ－Ｂ）／Ｂ

 財務活動によるキャッシュ･フロー △ 619 △ 91 △ 528 

68.6 

 投資活動によるキャッシュ･フロー △ 345 △ 408 63 △ 15.5 

 営業活動によるキャッシュ･フロー 967 573 393 

投資活動によるキャッシュ・フローは，コストダウンなどによる設備投資支出の抑制に

財務活動によるキャッシュ・フローは，有利子負債の圧縮や配当金の支払いなどを行い，

なお，当第１四半期末の有利子負債残高は，前期末に比べ 1.3％減の 3兆 3,824億円と

前年同期に比べ 580.0％増の 619億円の資金減少となりました。

項　　　　目
当第１四半期
自 平成17年4月 1日
至 平成17年6月30日

（Ａ）

前第１四半期
自 平成16年4月 1日
至 平成16年6月30日

（Ｂ）

増　　　　減

（Ａ－Ｂ） （Ａ－Ｂ）／Ｂ

当連結グループは，営業活動により獲得した現金及び現金同等物（以下「資金」という。）
を，主として新規固定資産の取得，財務体質の改善，自己株式の取得及び配当金の支払いなど

営業活動によるキャッシュ・フローは，平成１７年１月に実施した電気料金の引下げによる
電灯電力料収入の減少や，燃料費の増加はあったものの，法人税及び消費税の納付額や支払利息が
減少したことなどにより，前年同期に比べ 68.6％増の 967億円の資金増加となりました。
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(1)経営成績 （百万円未満切り捨て）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円　銭 

（注）（ ）内は，対前年同期増減率　

(2)財政状態

百万円 百万円               ％ 　円　銭 百万円

123億円増加し 449億円となりました。

１株当たり株主資本

125.19 185,387 90,796

( 38.0)

32,545

24.6     

株主資本比率

23.9     

1,828.29     

1,796.94     

0.7     31.35     

62.05 

44.88 ( 6.9)

65,582 ( 29.7) 44,914

( 4.5)

330,546

四半期(当期)純利益

17.17 

(△ 2.4)476,180

△12,577

73,170

経常利益

15,001 12,368

営業利益

80,664 ( 10.2)

売 上 高

(△2.6)

個 別 決 算 の 業 績

463,603

( 0.5)

7,494

50,580

１株当たり四半期
(当期)純利益

18年3月期第１四半期

17年3月期第１四半期

株主資本

5,378,581   1,323,307   

17 年 3 月 期

増　　　　減

増　　　　減

総 資 産

2,051,821

△56,418   22,537   

1,300,770   5,434,999   

17 年 3 月 期

18年3月期第１四半期

3,340,801   

△38,730   

有利子負債

3,302,071   

収入面では，販売電力量の増加はありましたが，平成１７年１月に実施した電気料金引下げの影響などに

以上により，経常利益は，前年同期に比べ 150億円増加し 655億円，四半期純利益は，前年同期に比べ

一方，支出面では，ＣＩＦ価格の上昇などによる燃料費の増加などはありましたが，減価償却費の減少や

退職給与金の減少などによる人件費の減少などから，経常費用は，前年同期に比べ 278億円減少し 3,993億円

より電灯電力料が減少したことなどから，売上高は，前年同期に比べ 125億円減少し 4,636億円，

経常収益は，前年同期に比べ 128億円減少し 4,649億円となりました。 

となりました。
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（１）　収益

増加し 23億円となりました。

（２）　費用

　電気事業営業費用のうち，

　前年同期に比べ 51億円減少しました。

　などから，前年同期に比べ 193億円増加しました。

　したことなどから，前年同期に比べ 289億円減少しました。

　前年同期に比べ 6億円減少しました。

　以上の結果，電気事業営業費用は，前年同期に比べ 207億円減少し 3,803億円となりました。

などから，前年同期に比べ 7億円増加し 26億円となりました。

なりました。

　営業外費用のうち，

⑨その他費用は，社債買入消却の減少などにより，前年同期に比べ 16億円減少しました。

　この結果，営業外費用は，前年同期に比べ 77億円減少し 163億円となりました。

となりました。

（３）　利益

②燃料費は，ＣＩＦ価格の上昇などによる消費単価の上昇（影響額 ＋151億円）および火力発電量

個 別 収 支 の 概 要

経常収益合計では，前年同期に比べ 128億円減少し 4,649億円となりました。

販売電力量の増加（影響額 ＋85億円）はありましたが，平成１７年１月に実施した電気料金

附帯事業営業収益は，ガス供給事業が 4億円増加したことなどにより，前年同期に比べ 9億円

この結果，電気事業営業収益に附帯事業営業収益を加えた営業収益合計（売上高）は，
前年同期に比べ 125億円減少し 4,636億円となりました。なお，これに営業外収益を加えた

引下げの影響などによる収入単価の低下（影響額 △197億円）により，電灯電力料が 112億円減少

となりました。
29.7％増），四半期純利益は，前年同期に比べ 123億円増加し 449億円（前年同期比 38.0％増）

⑥公租公課は，平成１７年４月の税率変更により電源開発促進税が 5億円減少したことなどから，

③購入電力料・託送料等は，他電力会社からの購入電力量が減少したことなどから，

④修繕費は，原子力発電所の保修工事の増加などにより前年同期に比べ 52億円増加しました。

⑦その他費用は, 委託費が 54億円減少したことなどから，前年同期に比べ 68億円減少しました。

⑤減価償却費は，前第１四半期に試運転を開始した浜岡原子力発電所５号機の償却が 242億円減少

　前年同期に比べ 37億円減少しました。

①人件費は，数理計算上の差異の減少などにより退職給与金が 49億円減少したことなどから，

したことなどから，電気事業営業収益は，前年同期に比べ 135億円減少し 4,612億円となりました。 

の増加による消費数量の増加（影響額 ＋40億円）により火力燃料費が 191億円増加したこと

これらにより，経常利益は，前年同期に比べ 150億円増加し 655億円（前年同期比

この結果，電気事業営業費用に附帯事業営業費用を加えた営業費用合計は，前年同期に比べ
200億円減少の 3,829億円となり，営業利益は，前年同期に比べ 74億円増加の 806億円と

附帯事業営業費用は，売上増加に伴う原価の増加などによりガス供給事業が 4億円増加したこと

⑧支払利息は，借入の減少や金利の低下などにより，前年同期に比べ 61億円減少しました。

営業費用に営業外費用を加えた経常費用合計では，前年同期に比べ 278億円減少し 3,993億円
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                                                              （単位：億円,% ）

自 平成17年 4月 1日 自 平成16年 4月 1日
至 平成17年 6月30日 至 平成16年 6月30日

（Ａ） （Ｂ）
電 灯 電 力 料 4,545 4,657 △ 112 △ 2.4 97.8 97.5

販 売 電 力 料 ・ 託 送 収 益 等 27 49 △ 22 △ 44.3 0.6 1.0

そ の 他 収 益 39 40 △ 1 △ 3.1 0.8 0.9

電 気 事 業 営 業 収 益 4,612 4,748 △ 135 △ 2.9 99.2 99.4

附 帯 事 業 営 業 収 益 23 13 9 72.2 0.5 0.3

[営 業 収 益 計 ( 売 上 高 ) ] [ 4,636 ] [ 4,761 ] [ △ 125 ] [ △ 2.6 ]

営 業 外 収 益 12 15 △ 2 △ 17.0 0.3 0.3

合 計 4,649 4,777 △ 128 △ 2.7 100.0 100.0

人 件 費 490 542 △ 51 △ 9.5 12.3 12.7
燃 料 費 958 765 193 25.2 24.0 17.9
購 入 電 力 料 ・ 託 送 料 等 340 378 △ 37 △ 9.9 8.5 8.9
修 繕 費 399 346 52 15.2 10.0 8.1
減 価 償 却 費 822 1,112 △ 289 △ 26.0 20.6 26.0
公 租 公 課 327 333 △ 6 △ 1.8 8.2 7.8
そ の 他 費 用 463 532 △ 68 △ 12.9 11.6 12.5

電 気 事 業 営 業 費 用 3,803 4,011 △ 207 △ 5.2 95.2 93.9

附 帯 事 業 営 業 費 用 26 18 7 37.5 0.7 0.4

[営 業 費 用 計 ] [ 3,829 ] [ 4,030 ] [ △ 200 ] [ △ 5.0 ]

[営 業 利 益 ] [ 806 ] [ 731 ] [ 74 ] [ 10.2 ] － －

支 払 利 息 153 214 △ 61 △ 28.5 3.8 5.0
そ の 他 費 用 10 26 △ 16 △ 61.3 0.3 0.7

営 業 外 費 用 163 241 △ 77 △ 32.2 4.1 5.7

合 計 3,993 4,271 △ 278 △ 6.5 100.0 100.0

655 505 150 29.7

△ 46 21 △ 68 －

702 218 45.0

253 158 94 59.4

449 325 123 38.0
（注）販売電力料・託送収益等：地帯間販売電力料，他社販売電力料，託送収益，事業者間精算収益
　　　購入電力料・託送料等：地帯間購入電力料，他社購入電力料，託送料，事業者間精算費
　　　億円未満切り捨て

 〔主要諸元表〕

当第１四半期 前第１四半期

　　４９．７ 　　３４．９

       Ｌ Ｎ Ｇ ( ＄ ／ ｂ ) 　　３４．９ 　　２９．６

       石 炭 ( ＄ ／ ｔ ) 　　５９．８ 　　５０．３

      １０８       １１０為替レート(ｲ ﾝ ﾀ ｰ ﾊ ﾞ ﾝ ｸ )(円／＄)

渇 水 準 備 金

経

常

費

用

項      目

Ｃ Ｉ Ｆ 価 格 ： 原 油 ( ＄ ／ ｂ )

[99.7] [99.7]

四 半 期 純 利 益

法 人 税 等

経 常 利 益

税 引 前 四 半 期 純 利 益

経

常

収

益

[94.3][95.9]

484

増  　   減

(A-B)/B（Ａ－Ｂ）

個 別 収 支 比 較 表

前第１四半期 構  成  比当第１四半期

前第１四半期
項　　　目

当第１四半期
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 資産・負債・資本の概要

（１）資産

りました。

　この結果，総資産は，前期末に比べ 564億円減少し 5兆 3,785億円となりました。

（２）負債

は，前期末に比べ 789億円減少し 4兆 552億円となりました。

（３）資本

　この結果，株主資本比率は，前期末に比べ 0.7％向上し 24.6％となりました。

〔資産・負債・資本比較表（要旨）〕
（単位：億円，％）

（注）　億円未満切り捨て

△ 218 △ 37.1 

流動資産については，貯蔵品の増加などから，前期末に比べ 11億円増加し 1,854億円とな

これにより，資本合計は，前期末に比べ 225億円増加し 1兆 3,233億円となりました。

有利子負債の減少や，法人税等の納付により未払税金が減少したことなどから，負債合計

が，減価償却費や人件費が減少したことなどにより，四半期純利益 449億円を確保できました。
販売電力量は増加したものの，電気料金引下げの影響などにより電灯電力料が減少しました

個 別 財 政 状 態 の 概 要

電気事業固定資産については，設備投資の抑制や減価償却の進行に加え，当第１四半期に

合　　　計

売 掛 金
貯 蔵 品

△ 1.1 
43,754 

51,930 52,506 △ 575 固 定 資 産
△ 692 

当第１四半期末
（平成17年6月30日現在）

（Ａ）

前期末
（平成17年3月31日現在）

（Ｂ）

増　　減

（Ａ－Ｂ）（Ａ－Ｂ）／Ｂ

△ 1.6 電 気 事 業 固 定 資 産
28.0 

利 益 剰 余 金

1,803 △ 3 △ 0.2 
1,854 1,842 11 0.6 

885 

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

１年以内に期限到来の固定負債

短 期 借 入 金

負 債 合 計

コマーシャル・ペーパー
未 払 税 金

合　　　計

資
　
　
　
産

負
　
　
債
　
・
　
資
　
　
本

43,061 
198 

1,799 

871 

53,785 

16,176 

8,845 

△ 13 △ 1.5 
474 437 36 8.3 

54,349 △ 564 △ 1.0 
31,594 30,763 830 2.7 

15,486 690 4.5 
9,792 9,728 64 0.7 

△ 36.2 

10,419 △1,574 △ 15.1 
2,541 △ 57 △ 2.3 

1.7 
△ 789 △ 1.9 

2,652 2,652 － － 
1,940 3,040 △1,100 

△ 1.8 
9,372 9,142 230 2.5 
263 268 

△ 1.0 
△ 290 △ 290 △ 0 0.1 
53,785 54,349 △ 564 

△ 4 

225 13,233 

流 動 負 債

13,007 
40,552 41,342 
369 587 

43 

固 定 資 産 仮 勘 定
流 動 資 産

△ 9 

2,484 

資 本 合 計

固 定 負 債
社 債
長 期 借 入 金

おいて大規模な設備の竣工がなかったことなどにより，前期末に比べ 692億円減少し
4兆 3,061億円となりました。

△ 6.1 

項　　　目　　　

事 業 外 固 定 資 産 146 155 
附 帯 事 業 固 定 資 産 154 
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業 績 の 見 通 し

[連結決算業績見通し]

＜１７年度連結決算の特徴＞

・売上高（3.7％減）は，１５年度（3.4％減）以来 ２年ぶりの減収
・経常利益（ 3 ％増）は，１５年度（8.1％増），１６年度（5.5％増）に続き３年連続の増益
・１５年度（売上高 3.4％減，経常利益 8.1％増）以来 ２年ぶりの減収増益

 　　 10,100億円 (△  6.1%) 　　 20,550億円 (△  3.7%) 10,759億円 (  3.1%)　　21,332億円 (  1.5%)

  　　 1,530億円 (△ 32  %)  　　 2,950億円 (△ 14  %) 2,234億円 (  22.7%)　　 3,421億円 (  2.3%)

 　　  1,020億円 (△ 38  %) 　　  2,000億円 (  3  %) 1,636億円 (  35.4%)　　 1,951億円 (  5.5%)

　　   640億円 (△  6  %)　　   1,250億円 (  37  %) 681億円 (△  7.7%) 　　  912億円 (△ 20.4%)

（注）（ ）内は，対前年同期増減率

[個別決算業績見通し]

＜１７年度個別決算の特徴＞
・売上高（3.7％減）は，１５年度（3.0％減）以来 ２年ぶりの減収
・経常利益（ 3 ％増）は，１１年度以降 ７年連続の増益
・１５年度（売上高 3.0％減，経常利益 9.1％増）以来 ２年ぶりの減収増益

9,800億円 (△  5.9%)  　　19,750億円 (△  3.7%) 10,413億円 (  3.3%)    20,518億円 (  1.4%)

1,500億円 (△ 31  %)   　  2,850億円 (△ 14  %) 2,189億円 (  23.0%)     3,305億円 (  2.5%)

1,000億円 (△ 38  %)       1,900億円 (  3  %) 1,604億円 (  35.2%)     1,853億円 (  5.8%)

630億円 (△ 11  %)       1,200億円 (  32  %) 711億円 (△  3.4%)       907億円 (△ 17.9%)

（注）（ ）内は，対前年同期増減率

おります。

１６年度実績１７年度予想

四半期ごとの業績に変動が生じることがあります。
水準となる傾向にあることや，支出面で，発電所の修繕工事完了時期などの影響を受けることから，
なお，当社グループの主たる事業である電気事業は，収益面では，夏季と冬季の販売電力量が高い

費用をはじめとした経営全般にわたるコストダウンを推進することなどにより，経常利益は，連結決算・
減価償却費の減少や退職給与金の減少などによる人件費の減少，支払利息の減少などのほか，設備関連
一方，支出面で，電気事業において，ＣＩＦ価格上昇などによる燃料費の増加が見込まれるものの，

個別決算ともに増益を見込んでおります。

通期

売 上 高

営 業 利 益

中間期 通期

経 常 利 益

当期純利益

中間期

当期純利益

売 上 高

営 業 利 益

１７年度予想

経 常 利 益

通期中間期

中間期 通期

１６年度実績

おります。

平成１７年度の販売電力量は，猛暑による冷房需要が増加した平成１６年度からの反動減や，
公共投資の減少など が見 込ま れる こと から ，前 期比 1.7 ％ 減の 1,245 億 kWh 程 度と 想定 して

した電気料金引下げの影響もあることから，売上高は，連結決算・個別決算ともに減収を見込んで
平成１７年度の業績見通しにつきましては，収入面では，電気事業において平成１７年１月に実施
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[主要諸元]

[電気事業における販売の状況]

　　　（単位：億kWh，％）

電 灯

電 力

計

業 務 用

産業用他

計

 (注)自由化部門は，１７年４月以降の新たな自由化対象（契約電力50kW以上）に組み替えて

     あります。

[その他の主要諸元]

[主要諸元の変動影響額]

　　 （単位：億円）

846   

1,267   

615   

80   

421   

216   

630   

増　　　　減

76   

416   

214   

△ 5.0  

△ 1.0  

△ 0.8  

(A-B) (A-B)/B

１６年度実績(注)

△ 2.4  

△ 2.0  

△ 1.7  

△ 1  

△ 4  

△ 5  

△ 2  

△ 15  

△ 17  

△ 0.1  

　　５１程度

　１０９程度

項　　　　　　　目

原 油 Ｃ Ｉ Ｆ 価 格 （＄／ｂ）

為 替 レ ー ト （ ｲ ﾝ ﾀ ｰ ﾊ ﾞ ﾝ ｸ ）

１７年度予想

（円／＄）

１６年度

　　９０

　　３８

　　　９

　　３４

　　１０

　　１２

　　　５

　　３１

　　１８

　　３１

石 炭 Ｃ Ｉ Ｆ 価 格

為 替 レ ー ト

原 子 力 利 用 率

１＄／ｂ

１＄／ｔ

１円／＄

１％

原 油 Ｃ Ｉ Ｆ 価 格

（％）

販 売 電 力 量

変動幅

１％

　　６３程度

１７年度

　　８０

（Ｂ）（Ａ）

340   341   

規 制 部 門

合 計

１７年度予想

829   

1,245   

出 水 率 １％ 　　　５

自 由 化
部 門

　３８．８

　　１０７

　５１．９

△ 22  

１６年度実績

原 子 力 利 用 率

　　５５金 利 １％ 　　６５
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連　結　財　務　諸　表

　 　    （単位：百万円）

当第１四半期末 前  期  末 当第１四半期末 前  期  末
(平成17年6月30日現在） (平成17年3月31日現在） (平成17年6月30日現在） (平成17年3月31日現在）

 5,366,411 5,428,120 △ 61,709 　 3,242,763 3,162,446 80,316 

　　 4,256,301 4,324,833 △ 68,531 1,616,836 1,547,836 69,000 

349,491 354,344 △ 4,852 1,037,826 1,034,173 3,653 

784,752 804,498 △ 19,745 203,801 207,135 △ 3,333 

440,307 452,449 △ 12,142 257,376 253,373 4,003 

1,200,376 1,217,560 △ 17,183 83,705 82,638 1,066 

477,259 483,409 △ 6,149 46 37 8 

847,975 852,634 △ 4,658 43,170 37,251 5,918 

154,592 158,380 △ 3,787 

1,544 1,556 △ 11 　 924,655 1,090,867 △166,212 

　　 248,921 249,892 △ 971 265,760 271,616 △ 5,856 

　 185,127 186,575 △ 1,448 269,619 271,746 △ 2,127 

185,127 186,575 △ 1,448 194,000 304,000 △110,000 

　 253,913 250,699 3,214 59,490 62,346 △ 2,856 

49,963 48,119 1,844 38,483 63,753 △ 25,270 

203,949 202,579 1,370 97,302 117,404 △ 20,102 

　 422,147 416,119 6,028 

209,007 203,231 5,776 11,333 15,977 △ 4,644 

163,692 163,232 459 11,333 15,977 △ 4,644 

50,350 50,559 △ 209 

△ 903 △ 904 1 　 4,178,751 4,269,290 △ 90,539 

　 269,752 275,381 △ 5,629 

50,177 49,481 696 21,113 21,034 79 

101,947 110,306 △ 8,358 

65,039 56,546 8,492 374,519 374,519 ― 

11,145 22,049 △ 10,903 14,265 14,261 4 

42,000 37,639 4,360 1,049,475 1,025,900 23,574 

△ 558 △ 641 82 27,438 27,972 △ 534 

△ 176 △ 291 115 

　 53 56 △ 2 △ 29,171 △ 29,129 △ 41 

53 56 △ 2 　 1,436,351 1,413,233 23,118 

5,636,216 5,703,558 △ 67,341 5,636,216 5,703,558 △ 67,341 

繰 延 資 産

負 債 ， 少 数 株 主 持 分 及 び 資 本 の 部

使用済核燃料再処理引当金

原子力発電施設解体引当金

増　減

そ の 他 の 固 定 負 債

そ の 他 の 固 定 資 産

配 電 設 備

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

未 払 税 金

流 動 負 債

１年以内に期限到来の固定負債

短 期 借 入 金

コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー

業 務 設 備

その他の電気事業固定資産

繰 延 税 金 資 産

固 定 資 産 仮 勘 定

核 燃 料

装 荷 核 燃 料

建設仮勘定及び除却仮勘定

長 期 投 資

加 工 中 等 核 燃 料

投 資 そ の 他 の 資 産

資　　　　　　産　　　　　　の　　　　　　部

原 子 力 発 電 設 備

汽 力 発 電 設 備

繰 延 税 金 負 債

送 電 設 備

変 電 設 備

退 職 給 付 引 当 金

（１）連結貸借対照表

固 定 資 産

電 気 事 業 固 定 資 産

水 力 発 電 設 備

科                目 科                目

固 定 負 債

社 債

長 期 借 入 金

増　減

資 産 合 計 負債，少数株主持分及び資本合計

た な 卸 資 産

資 本 合 計

そ の 他 の 流 動 資 産

資 本 金

自 己 株 式

為替換算調整勘定

貸 倒 引 当 金 （ 貸 方 ）

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 の 投 資 等

貸 倒 引 当 金 （ 貸 方 ）

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

流 動 資 産

社 債 発 行 差 金

そ の 他 の 流 動 負 債

渇 水 準 備 引 当 金

特別法上の引当金

少 数 株 主 持 分

負 債 合 計

繰 延 税 金 資 産

その他有価証券評価差額金
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（２）連結損益計算書

 （単位：百万円）

当第１四半期
自 平成17年4月 1日
至 平成17年6月30日

前第１四半期
自 平成16年4月 1日
至 平成16年6月30日

増　減
当第１四半期
自 平成17年4月 1日
至 平成17年6月30日

前第１四半期
自 平成16年4月 1日
至 平成16年6月30日

増　減

395,762 416,831 △ 21,068 478,987 491,744 △ 12,757 

378,513 400,004 △ 21,491 460,498 473,930 △ 13,432 

17,249 16,826 422 18,488 17,813 674 

(83,224) (74,912) (8,311)

16,983 24,866 △ 7,883 1,392 1,916 △ 523 

15,831 22,090 △ 6,259 608 577 31 

55 27 28 201 215 △ 14 

1,096 2,749 △ 1,652 582 1,123 △ 541 

412,745 441,698 △ 28,952 480,379 493,660 △ 13,281 

67,633 51,962 15,671 

△ 4,644 2,158 △ 6,802 

         渇水準備引当金取崩 ―　 2,158 △ 2,158 

         渇水準備引当金取崩 △ 4,644 ―　 △ 4,644 

72,278 49,804 22,473 

15,909 13,615 2,293 

10,747 3,433 7,313 

79 ―　 79 

―　 109 △ 109 

45,542 32,864 12,677 

経 常 利 益

渇水準備金引当又は取崩し

科　　　　　　　 目 科　　　　　　　 目

営 業 費 用

営 業 利 益

電 気 事 業 営 業 費 用

そ の 他 事 業 営 業 費 用

そ の 他 の 営 業 外 収 益そ の 他 の 営 業 外 費 用

営 業 外 費 用

支 払 利 息

持分法による投資損失

四 半 期 純 利 益

税金等調整前四半期純利益

少 数 株 主 利 益

渇 水 準 備 金 引 当

法 人 税 等 調 整 額

法人税，住民税及び事業税

少 数 株 主 損 失

渇水準備引当金取崩し（貸方）

費         用         の         部 収         益         の         部

経 常 収 益 合 計

受 取 配 当 金

受 取 利 息

電 気 事 業 営 業 収 益

そ の 他 事 業 営 業 収 益

経 常 費 用 合 計

営 業 収 益

営 業 外 収 益

- 15 -



（３）連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円））

科　　　　　　　　　　目
当第１四半期
自 平成17年4月 1日
至 平成17年6月30日

前第１四半期
自 平成16年4月 1日
至 平成16年6月30日

増　　減

 

72,278  49,804  22,473  

90,200  119,707  △ 29,506  

3,038  2,882  155  

1,423  2,237  △ 814  

△ 3,333  2,838  △ 6,172  

4,003  3,080  922  

1,066  423  642  

△ 4,644  2,158  △ 6,802  

△ 810  △ 792  △ 17  

15,831  22,090  △ 6,259  

8,358  1,117  7,240  

△ 8,492  △ 10,317  1,825  

△ 2,856  △ 8,684  5,828  

△ 25,433  △ 47,472  22,039  

150,630  139,073  11,556  

　 519  525  △ 5  

△ 17,277  △ 25,431  8,154  

△ 37,128  △ 56,796  19,668  

96,744  57,370  39,373  

△ 35,074  △ 44,686  9,611  

△ 2,404  △ 5,122  2,717  

1,526  3,835  △ 2,308  

　 1,421  5,114  △ 3,692  

△ 34,531  △ 40,859  6,327  

70,756  －  70,756  

△ 6,179  △ 77,166  70,987  

28,600  1,000  27,600  

△ 25,099  △ 24,852  △ 247  

123,810  220,610  △ 96,800  

△ 125,837  △ 139,452  13,615  

348,000  284,000  64,000  

△ 458,000  △ 252,000  △ 206,000  

△ 17,886  △ 17,756  △ 130  

△ 6  △ 6  －  

△ 69  △ 3,480  3,411  

△ 61,910  △ 9,103  △ 52,806  

9  △ 6  16  

311  7,400  △ 7,088  

63,860  59,854  4,006  

64,172  67,255  △ 3,082  

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

配 当 金 の 支 払 額

少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額

そ の 他

短 期 借 入 れ に よ る 収 入

短 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出

コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー の 発 行 に よ る 収 入

コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー の 償 還 に よ る 支 出

社 債 の 発 行 に よ る 収 入

社 債 の 償 還 に よ る 支 出

長 期 借 入 れ に よ る 収 入

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出

投 融 資 の 回 収 に よ る 収 入

そ の 他

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

法 人 税 等 の 支 払 額

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

投 融 資 に よ る 支 出

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額

利 息 の 支 払 額

た な 卸 資 産 の 増 減 額

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 の 増 減 額

そ の 他

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

税 金 等 調 整 前 四 半 期 純 利 益

減 価 償 却 費

核 燃 料 減 損 額

固 定 資 産 除 却 損

退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額

使 用 済 核 燃 料 再 処 理 引 当 金 の 増 減 額

原 子 力 発 電 施 設 解 体 引 当 金 の 増 減 額

渇 水 準 備 引 当 金 の 増 減 額

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 四 半 期 末 残 高

現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金

支 払 利 息

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 の 増 減 額

小　　　　　　　　　　計
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（単位：百万円）

当第１四半期末 前　期　末 当第１四半期末 前　期　末
(平成17年6月30日現在) (平成17年3月31日現在) (平成17年6月30日現在) (平成17年3月31日現在)

 5,193,089 5,250,675 △ 57,586 　　 3,159,409 3,076,309 83,099 

　　 4,306,192 4,375,417 △ 69,225 1,617,636 1,548,636 69,000 

352,838 357,741 △ 4,903 979,294 972,857 6,437 

790,058 809,963 △ 19,904 5,877 6,012 △ 135 

442,660 454,860 △ 12,199 182,808 186,192 △ 3,384 

187 182 4 257,376 253,373 4,003 

1,213,482 1,230,814 △ 17,332 83,705 82,638 1,066 

481,558 487,772 △ 6,213 32,711 26,599 6,112 

867,226 872,006 △ 4,779 884,530 1,041,942 △157,412 

156,813 160,692 △ 3,879 　 248,406 254,147 △ 5,741 

1,366 1,382 △ 16 265,204 265,204 － 

19,818 15,478 4,340 　　 194,000 304,000 △110,000 

14,636 15,591 △ 955 47,501 41,248 6,253 

179,954 180,304 △ 349 9,744 10,242 △ 498 

179,018 179,441 △ 422 　 43,653 59,865 △ 16,211 

935 862 73 36,958 58,772 △ 21,813 

253,913 250,699 3,214 7,866 2,107 5,758 

49,963 48,119 1,844 24,799 41,329 △ 16,530 

203,949 202,579 1,370 5,483 4,205 1,277 

418,574 413,184 5,389 813 791 21 

184,688 180,123 4,565 99 27 72 

87,285 87,217 67 11,333 15,977 △ 4,644 

7,705 7,463 241 11,333 15,977 △ 4,644 

139,371 138,861 509 4,055,273 4,134,229 △ 78,956 

△ 476 △ 481 4 

374,519 374,519 － 

　 185,438 184,267 1,170 14,265 14,261 4 

23,724 18,224 5,499 14,253 14,253 － 

87,186 88,523 △ 1,336 11 7 4 

1,978 6,809 △ 4,831 11 7 4 

47,403 43,755 3,647 937,293 914,224 23,069 

3,889 213 3,676 93,628 93,628 － 

398 346 51 711,000 661,000 50,000 

8,833 18,803 △ 9,969 273,000 273,000 － 

12,525 8,114 4,411 438,000 388,000 50,000 

△ 501 △ 523 21 132,665 159,596 △ 26,930 

26,323 26,818 △ 494 

53 56 △ 2 △ 29,095 △ 29,053 △ 41 

53 56 △ 2 1,323,307 1,300,770 22,537 

5,378,581 5,434,999 △ 56,418 5,378,581 5,434,999 △ 56,418 

別 途 積 立 金

未 払 金

使用済核燃料再処理引当金

未 払 費 用

未 払 税 金

渇 水 準 備 引 当 金

雑 流 動 負 債

買 掛 金

日本国際博覧会出展引当金

特 別 法 上 の 引 当 金

資 本 準 備 金

増　　　減

社 債

原 価 変 動 調 整 積 立 金

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

自 己 株 式 処 分 差 益

投 資 そ の 他 の 資 産

事 業 外 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

装 荷 核 燃 料

加 工 中 等 核 燃 料

売 掛 金

長 期 投 資

関 係 会 社 長 期 投 資

繰 延 税 金 資 産

配 電 設 備

諸 前 受 金

核 燃 料

関 係 会 社 短 期 債 務

除 却 仮 勘 定

流 動 負 債

１年以内に期限到来の固定負債

預 り 金

個 別 財 務 諸 表

水 力 発 電 設 備

コマーシャル・ペーパー

長 期 借 入 金

雑 固 定 負 債

短 期 借 入 金

原 子 力 発 電 設 備

（１）貸借対照表

固 定 負 債

変 電 設 備

負 債 合 計

固 定 資 産

科                目 科                目

送 電 設 備

電 気 事 業 固 定 資 産

増　　　減

業 務 設 備

貸 付 設 備

附 帯 事 業 固 定 資 産

貸 倒 引 当 金 （ 貸 方 ）

負    債    及    び    資    本    の    部資　　　　　　産　　　　　　の　　　　　　部

四半期（当期）未処分利益

固 定 資 産 仮 勘 定

汽 力 発 電 設 備

内 燃 力 発 電 設 備

長 期 未 払 債 務

原子力発電施設解体引当金

退 職 給 付 引 当 金

前 払 費 用

諸 未 収 入 金

関 係 会 社 短 期 債 権

雑 流 動 資 産

繰 延 税 金 資 産

長 期 前 払 費 用

貸 倒 引 当 金 （ 貸 方 ）

貯 蔵 品

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

その他有価証券評価差額金

繰 延 資 産

社 債 発 行 差 金

資 産 合 計 負 債 及 び 資 本 合 計

自 己 株 式

資 本 合 計
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（単位：百万円）

当第１四半期 前第１四半期 当第１四半期 前第１四半期

 自 平成17年 4月 1日  自 平成16年 4月 1日  自 平成17年 4月 1日  自 平成16年 4月 1日
 至 平成17年 6月30日  至 平成16年 6月30日  至 平成17年 6月30日  至 平成16年 6月30日

382,938 403,010 △ 20,071 463,603 476,180 △ 12,577 

380,336 401,117 △ 20,781 461,259 474,819 △ 13,559 

11,161 11,533 △ 371 157,201 159,431 △ 2,229 

144,231 129,139 15,092 297,363 306,356 △ 8,992 

36,242 60,275 △ 24,033 1,778 4,355 △ 2,576 

24 23    1 572 256 315 

5,226 9,476 △ 4,249 413 378 35 

27,041 26,258 783 14 － 14 

30,771 31,376 △ 605 3,856 3,981 △ 125 

17,220 17,774 △ 554 60 60 － 

42,046 41,993 52 

17,158 16,190 967 

5 5 △      0 

31,364 38,889 △ 7,524 

12,047 12,554 △ 506 

5,794 5,817 △ 23 

△ 1 △ 190 189 

2,602 1,892 710 2,344 1,361 982 

(80,664) (73,170) (7,494)

16,382 24,155 △ 7,773 1,299 1,565 △ 265 

15,597 21,477 △ 5,879 1,001 983 18 

15,344 21,472 △ 6,127 846 810 36 

250 1 249 154 172 △ 18 

2 3 △ 1 

784 2,678 △ 1,893 298 581 △ 283 

10 352 △ 341 20 54 △ 34 

773 2,325 △ 1,551 277 527 △ 249 

399,321 427,165 △ 27,844 464,903 477,745 △ 12,842 

65,582 50,580 15,001 

△ 4,644 2,158 △ 6,802 

－ 2,158 △ 2,158 

△ 4,644 － △ 4,644 

70,226 48,422 21,804 

15,577 13,030 2,546 

9,734 2,845 6,888 

44,914 32,545 12,368 

87,750 90,519 △ 2,769 

132,665 123,065 9,599 

事 業 外 収 益

固 定 資 産 売 却 損

雑 収 益雑 損 失

固 定 資 産 売 却 益

事 業 外 費 用

営 業 外 収 益

財 務 費 用

受 取 利 息

社 債 発 行 差 金 償 却

社 債 発 行 費 償 却

支 払 利 息

財 務 収 益

前 期 繰 越 利 益

経 常 費 用 合 計

経 常 利 益

税 引 前 四 半 期 純 利 益

渇水準備金引当又は取崩し

渇 水 準 備 金 引 当

法 人 税 等 調 整 額

渇水準備引当金取崩し(貸方)

送 電 費

水 力 発 電 費

汽 力 発 電 費

他 社 購 入 電 力 料

内 燃 力 発 電 費

営 業 費 用

電 気 事 業 営 業 費 用

（２）損益計算書

費         用         の         部

科　　　　　　　 目

四 半 期 未 処 分 利 益

収         益         の         部

経 常 収 益 合 計

電 気 事 業 営 業 収 益

四 半 期 純 利 益

法 人 税 及 び 住 民 税

附 帯 事 業 営 業 収 益

販 売 費

貸 付 設 備 費

受 取 配 当 金

附 帯 事 業 営 業 費 用

営 業 外 費 用

営 業 利 益

電 灯 料

電 力 料

貸 付 設 備 収 益

電 気 事 業 雑 収 益

託 送 収 益

地 帯 間 販 売 電 力 料

他 社 販 売 電 力 料

増　　減科　　　　　　　 目増　　減

一 般 管 理 費

事 業 者 間 精 算 収 益

変 電 費

配 電 費

原 子 力 発 電 費

営 業 収 益

地 帯 間 購 入 電 力 料

電 源 開 発 促 進 税

電力費振替勘定 (貸方 )

事 業 税
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